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※1この緻任臥平成14年に文部科学雀が行った爛董において、学級担任を含む檀数の軟員により判断された回書に基づくものであり、  
医躊の診断によるものでない。  

※2 LD（Learning Disabilities）：学Y陣書  
ADHD（Attention－Deficit／Hyperactivity Disorder）：注意欠陥／多軸性陣書  

（※1を除く数値は平成18年5月1日現在）   



○学校における支援体制の整備状況（18年度）   

行政、学校現場の一体となった取組により、年々支援体制の整備が進んでいる。  

小・中学校平均  

画   
望 研修  

支援計画  

校内  実態  

委員会   把握  

文部科学省平成18年度幼稚園、小学校、中学校、高等学校等に  
おけるLD、ADHD、高機能自閉症等のある幼児児童生徒への教育  
支援体制整備状況調査より（調査基準日：平成18年9月1日）   



学校、高等学校別の状況（平成18年度）  幼稚園、小学校、中  

●幼稚園・高等学校の体制整備を一層推進する必要がある。 

●小・中学校の校内体制は整備されつつあるが、支援計画等の作成状況から、  
一人一人に応じたきめ細やかな支援を一層推進する必要がある。  

●教員研修を一層推進する必要がある。  

％100  

の   研修  

会画  

の指名  支援計画  
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平成20年度予算案等について（発達障害関係）  

（1）発達障害等支援・特別支援教育総合推進事業（新規）  

（2）発達障害教育情報センター（新規）  

（3）発達障害早期総合支援モデル事業  

（4）高等学校における発達障害支援モデル事業  

（5）教育条件の整備   

・教職員定数の改善   

・外部人材の活用（非常勤講師）  

（6）その他の予算事項  

（7）特別支援教育支援員（地方財政措置）  
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発達障害支援一特別支援教育の充実（平成20年度予算案の概要）  
事業予算の合計：3．4億円→8億円（2．4倍）  

●発達障害等支援一特別支援  

教育総合推進事業（新規）  

・47都道府県に対し、100％国の予算で実施  

・教員研修の充実（幼～高の教員研修の拡充とともに．  

幼・小一中・高校  
教員の増員   

小中学校の発達障害のある児童生   

徒に対する通級による指導の充実  

171人の増員  校長や支援員の研修を新設）  

学生支援員  
医師等の専門家による巡回相談の充実  

特別支援教育支援員の増員   

（地方財政措置 小1中学校）  

（21，000人）→（30，000人）  

250億円→360億円  

延べ1万1，000校分（19年度比2倍）  

・学生支援員（教員養成大学）の派遣 延べ3，300人分  
・幼児期から就労まで一貫した支援を行う「グランドモデ  

ル地域」を新規指定  

・地域における理解・啓発経費を新たに計上  

・特別支援学校の小中学校支援（センター的機能）のための  

旅費を新たに計上  

1．9億円→5億円（2．6倍）  

巡回相談員  

特別支援教  
育支援員  

特別支援教育コー  
ディネーター  

●発達障害教育情報センターの新設  

独）国立特別支援教育総合研究所に新設  巡回相談員  
助言・援助の旅費   

特別支援学  
校数長の助  
言・援助  

教材等の情報をWEBで提供  
教員研修用講義をWEBで配信  

発達障害支援機器の研究  

3，300万円  ●特別支援学校等の指導充実事業（拡充）  
（センター  

pT，OTβT等の外部専門家活用など1億円  





＜背景＞  

（2）発達障害教育情報センター（新規）  
平成20年度予算額（案） 32．552千円  

臨・i   



（】平成19年度予算額  50，807干円）  
成20年度予箕額（案） 122，964千円  

＿【 
デル事業  （3）発達障害早期総合支援モ  

■ ■■     一－                          －        －  

【課題】 
な支援体制を構築する必要がある0   




